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担当 榊原健

内線等 376

章：
節：
基本施策：

単位施策：

個別施策：

29年度 30年度 元年度 単位
152 155 150 世帯
20 13 17 件

2,382 2,424 2,246 千円
1,586 1,562 1,553 千円
3,968 3,986 3,799 千円
29年度 30年度 元年度 単位
25,934 25,717 25,327 円

29年度 30年度 元年度 単位

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

妥当 中程度 ない
高い ない

大きい ない ない

目標値 単位

Ｂ

ひとり暮らしの方や高齢者世帯の方を対象に急病や災害等の緊急時に迅速に対応できる
よう緊急通報装置の貸与を行った。また、緊急通報があった際の状況を事業者から定期
的に報告を受けることで、利用者の状況把握をすることができた。

Ａ
今後の事業
の方向性

現状維持

緊急時に頼れる方が身近にいないなどの不安を解消するため、24時間365日の緊急連絡が
可能な現行の事業の推進を行う。また、事業者と連絡を取り合うことで迅速な利用者の
状況把握を行う。

課
題
解
決
の
た
め
の
目
標

令和２年度
の目標

成果指標

病気を抱えるなど、一人暮らしに不安のある高齢者に、緊急通報装置を貸
与し、委託業者が日々の安否確認及び緊急時の対応を24時間体制で行うこ
とで、安心して生活することができる環境を整えることが目的であり、成
果指標の設定は困難なため、文章にて成果を表記する。

④上位施策への貢献 ⑦コスト削減余地

課
題
の
整
理

②市民ニーズ ⑤成果向上の余地 ※対象・手段の変更
③休廃止の影響 ⑥類似事業の有無 ⑧受益者負担適正化余地

事業の
評価・課題

病気を抱えるなど、一人暮らしに不安の
ある高齢者に、緊急通報装置を貸与し、
委託業者が日々の安否確認及び緊急時の
対応を24時間体制で行うことで、安心し
て生活することができる環境を整えるこ
とが目的であり、成果指標の設定は困難
なため、文章にて成果を表記する。

Ｃ
観点別評価

必要性 有効性 効率性

①市の関与の妥当性

活動単位当たりのコスト
①緊急通報装置貸与１件あたりのコスト

成　果

成果指標

Ｄ

活動結果

活動実績
①緊急通報装置設置世帯数(月平均)
②通報件数（正報）

前
年
度
の
活
動
結
果
と
見
ら
れ
た
成
果

事業費
人件費

総事業費

第２節　地域福祉の推進
２．高齢者福祉

総
合
計
画
と
の
関
係
性
等

（３）高齢者の日常生活の支援
①福祉サービスの充実

根拠法令等 ―

対象・目的
日々の安否確認のほか、急病や災害時などの緊急時に迅速に対応できる体制を設けるこ
とにより、高齢者世帯や障がい者世帯の方が、在宅で安心して生活することができるよ
うにする。

目的を達成
するための
手段・活動

内容

PDCA 事務事業名
地域自立生活支援事業（緊
急通報体制等整備事業）

部課等名
福祉部 高齢介護課 高齢者
福祉担当

Ｐ
政策体系

第２章　子育てと暮らしを地域で支え合うまち

病気などでひとり暮らしに不安のある高齢者からの申請を受け、自宅を訪問・アセスメ
ントした上で、必要と判断された高齢者に緊急通報装置を貸与し、委託業者が月に１回
の安否確認及び緊急時の対応を24時間体制で行う。


